








2. 関連した問題として，どのように測定されるにせよ，資本の「数量」が 2 つの目的に同
時に間に合うであろうか。







5. 要求される特性を持った資本の尺度が見つからないとし、う意味で， 1 から 4 の課題の答
えが否定的なものであるならば，その時，生産から独立した分配理論を持ち，その結論を
さらに理論を発展させる時に用いることにより，困難を解決することができるであろうか0
6. また， 1 から 4 の課題の答えが上の意味で否定的なものであるならば，代わりに「資
本」の概念を捨てることによって，要するに非集計的な異時点聞の一般均衡分折に限定す
ることによって，困難を解決することができるであろうか。
7. 最後に，定常あるいは準定常状態から，一度，離れたときに， 1 から 4 の課題を是認す
ることは，経済のスムーズな機能を保証するであろうか。
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N1 の労働投入がなされ，第 2 期には第 1 期で生産された資本財の仕掛品にNz の労働投入を加
え，こうした過程を資本財の懐妊期間である t 期まで続けると，資本財が完成する。今，労働
1 単位あたりの賃金をw ， 各期の労働投入量は 1 単位で一定である場合を考える。この場合，
資本財生産のために必要な労働費用は wt となる。
ロビンソンは，資本財のコストとして，こうした賃金費用の他に資金投下の利子費用を考慮、
する。今， (利潤率に等しい〉利子率を f とし，賃金の支払いが各期末になされるとすると，
第 1 期に投入された l 単位の労働に対する賃金支払いは，懐妊期間が終了した時点では，元利
合計で ω(1+ r) t-1 となる。第 2 期，第 3 期，……，第 t 期に投入される資金についても同様
に，それぞれ， w(1+のt-2 ， w(1 +r)t-3， ……， ω となる。これらを合計したものがロビンソ
ンのいう資本財のコスト Kである。そのため，資本財のコストKは
K=w(1+r) t-1 十ω(1+ r)t-2 +w(1 +r)t-3 +…… +w 
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/ K ¥ となる。これから，償却基金の部分(一×引を引いたものが，求める償却基金の期末の利子¥ n / 
額である。したがって，
である。
5{山戸叫(1+仰叫 +(1+r)+l} -K 
=K.(1+f〉 η -l_K
n γ 





である。ところで， この値は(1. 2) 式で示される資本財購入の資金の期末における利子額と
(1. 3)式で示される償却基金の期末における利子額との差額に等しくなるので，
c(nr十~n2r2) 
=K(n寸n2rZ) ーが(nr+ ~ n2r2) 
=まK(nf+7n2r
となる。


































Y=FCCw, L) (2.2) 
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Journal, Vol. 65, Mar. 1955, p. 71. 
(10) なお，機械の物的効率性が変化する場合には，機械の寿命は利子率の影響を受ける可能性がある。








N1 N。 Cwl Cwo 
さて，生産関数が一次同次であると仮定すると，
ジ =F(c".) (2.2) 
となる。ここで，ジは雇用労働 1 人あたりの消費財の産出量を示し， c叩は 1 人あたりの労働
時間表示の資本であり，これをロビンソンは実質資本比率と名づける。
1 人あたりの消費財の産出量と実質資本比率の関係を図示したのが図 2 である。図 2 では，
横軸には実質資本比率 c叫が，縦軸には雇用者 1 人あたりの消費財の産出量 y がとられている。
技術戸のもとで，利子率が与えられたときに，実質資本比率は c.'o， 1 人あたりの産出量は仇
の水準にあるとしよう。これは，図 2 の点んによって示される。
他方，賃金率が Wo であるとしよう。点んと w。を結んだ直線を左下に延長し， X 軸と交わっ
た点を No とする。すると，この時の利潤率 f は 1 ーとなる。このことは，以下のようにしON，。









ヘin Sra妊a's Theoretical Schemeヘ in L. L. Pasinetti(ed.) , Essays on the Theory 01 Joint 
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1 は(1+α〉倍に増大している。利潤率がーで従来と同じなので，技術進歩の結果，賃金は w。N úの


























るのである。実際，図 4 によると，実質資本比率の低下に応じて， 点んが点 ß1 にシフトする。
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(15) 1"産出 1 単位あたりの資本の減少は，それが，必要とされる資本財の変化のためであれ，物理的に
は変化のない資本財のコストの低下のためであれ，両者のどのような混合のためであれ，同様に扱う
ことができるJo J. Robinson,“Notes on the Economics of Technical Progressヘ in J. Robinｭ
son, The Generalition 01 the General Theory and Other Essays, New York, St. Martin's 









ところで，賃金的=(1+α)W。となるような点をとろう。 N と Wz を結んだ直線を右上に延
ばし，直線 y=y。と交わる点、をんとする。んは， Nの上方の点 N' とんを 1 :α に内分す
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